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７清監第４８４号 

令和８年２月 25日 

東京二十三区清掃一部事務組合 

         管 理 者 殿 

東京二十三区清掃一部事務組合 

監査委員 橋 本 正 彦 

監査委員 清 家   愛 

監査委員 た だ 太 郎 

  

 

令和７年度定期監査、工事及び委託監査、財政援助団体（東京二 

 十三区清掃一部事務組合職員互助会）監査の結果について（報告） 

 

 

 このことについて、地方自治法第１９９条第１項、第４項、第５項及び第７項の規定に基づき下記

のとおり監査を実施したので、同条第９項の規定によりその結果を報告します。 

なお、橋本正彦代表監査委員は令和７年６月２５日まで及び同年９月２６日以降、山本泰人前監査

委員及び大沢たかし前監査委員は同年６月２５日まで、清家愛監査委員及びただ太郎監査委員は同年

６月２６日から関与しました。 

 

記 

 

第１ 定期監査 

１ 監査実施期間 

  令和７年５月８日から令和８年２月１７日まで実施した。 

 

２ 監査対象 

総務部、清掃技術訓練センター、清掃事業国際協力室、施設管理部、各清掃工場及び中防処理

施設管理事務所、建設部、会計室、監査事務局、議会事務局 

 

３ 監査の範囲と観点 

(1) 監査の範囲 

令和６年４月１日から監査実施当日分まで 

ただし、契約関係は令和６年度分の事務処理について監査した。 

(2) 監査の観点 

主に令和６年度の財務に関する事務の執行を中心として事務事業の執行全般を対象に、法

令に適合し正確に行われているか、最小の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及

び運営の合理化に努めているか等に留意して監査を実施する。 
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４ 監査の方法 

定期監査については、東京二十三区清掃一部事務組合監査基準並びに令和７年度監査計画に基

づき、監査資料の書類審査（ヒアリング含む）及び代表監査委員による各課ヒアリングによって

前年度指摘事項や事業効率化への取組状況の確認を行った。 

 

５ 監査の結果 

対象事務について、令和６年度の監査結果に基づき東京二十三区清掃一部事務組合（以下「清

掃一組」という。）が講じた措置等の取組もあり、概ね適正に執行されていると認められ指摘事

項に至るものはないが、第３章に述べる意見については、事務処理の見直しや改善を行い、より

適正な事務の執行に務められたい。 

なお、指摘には至らないが是正や改善が必要な事項は、監査委員の命を受けた監査事務局長を

通じて注意・指導を行った。 

 

区分 内容 

指摘 

１ 法令・条例・規則に違反している事項 

２ 著しく不経済な支出又は著しい損害が生じている事項 

３ 予算を目的外に支出している事項又は著しく妥当性を欠く事項 

４ すでに指摘等をした事項で改善の努力がなされていないもの 

意見 適正な事務・事業執行、組織運営の合理化等の視点から留意や努力を求めるもの 

局長注意・指導 
指摘事項には該当しないが、是正や改善を要するもの 

＊「監査事務局長注意・指導事項」として関係部局に文書で行う。 
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第２ 工事及び委託監査 

１ 監査対象 

総務部、清掃技術訓練センター、施設管理部、各清掃工場、中防処理施設管理事務所及び建設

部所管の契約金額１００万円以上の工事（修繕含む。）及び委託 

 

２ 監査の実施期間・範囲・方法 

種別 

項目 

契約金額１００万円以上５００万円

未満の工事及び委託 

契約金額５００万円以上の 

工事及び委託 

監査実施 

期間 

令和７年５月８日から 

令和８年２月１７日まで 

令和７年８月２９日から 

令和８年２月１７日まで 

監査範囲 
令和６年度に契約したもの又は契約

変更したもの 

・令和６年度に契約したもの又は契約変

更したもの 

・令和５年度以前に契約したもので、令和

６年度内に完了したもの、又は令和７年

度以降継続しているもの 

監査方法 

対象となる工事及び委託４８８件中

１３８件（２８．３％）を抽出し、監

査資料に基づき書類審査及び疑問点

等の確認を行った。 

対象となる工事及び委託４３５件中８６

件（１９．８％）を抽出し、監査資料に基

づき書類審査及び疑問点等の確認を行っ

た。 

 

３ 監査の観点及び重点監査項目 

(1) 設計等が事業の目的に沿い、経済性、効率性、有効性の観点から適切に行われているか。 

(2) 施工管理が適切に行われているか。(重点監査項目) 

(3) 安全対策への取組みは十分に行われているか。 

(4) 前年度に指摘された事項の改善が行われているか。 

 

４ 監査の結果 

監査対象となった工事及び委託については、令和６年度の監査結果に清掃一組が講じた措置等

の取組もあり、概ね適正に執行されていると認められ指摘事項に至るものはないが、第３章に述

べる意見については、事務処理の見直しや改善を行い、より適正な事務の執行に務められたい。 

なお、指摘には至らないが是正や改善が必要な事項は、監査委員の命を受けた監査事務局長を

通じて注意・指導を行った。 
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第３ 監査委員意見 

令和７年度の定期監査と工事及び委託監査においては、清掃一組の事業が安定性や確実性を第

一に概ね適正に行われていることを確認するとともに、令和６年度の監査結果に基づく清掃一組

が講じた措置の状況について点検し、総体的に改善に向けた取組が確認できた。一方で、自治体

としての経済性確保の視点や区民への説明責任については引き続き取組の強化が必要な点も認

められた。監査結果を総括して監査委員の意見を述べる。 

 

１ 令和６年度定期監査結果に基づき講じた措置について 

(1) 合理的な理由を欠く分割発注の指摘について 

本指摘は、清掃工場で使用している薬剤の買入れ（単価契約）について合理的な理由を欠く

分割発注を行っていたこと、また、予定価格が６千万円を超える契約案件については議会の議

決に付していくことを求めたものである。 

措置報告及びそれに対する意見として以下①～④に述べる。 

① 措置報告として、 新たに「工業用薬品の調達方針」(令和７年７月１日決定)を策定し、２

２工場を４ブロックに集約し固定化した工場群単位での契約を令和７年度下期の入札から

実施し、これまで不透明であった分割基準や不規則な工場組合せによる契約を改善したこと

を評価する。 

今後一定期間の経過実績を踏まえ、今回の改善策を経済性、公平性、競争性や安定調達等

の観点から分割方式や半年単位契約の必要性等について検証し、引き続き適切な改善に努め

られたい。併せて「工業用薬品の調達方針」について契約の公平性、公正性、透明性等の観

点から庁内のみならず広く公表することを検討されたい。 

② 「工業用薬品の調達方針」により実施した令和７年度下期の契約では、工場のブロック化

により契約件数が従来に比して減少した結果、予定価格（推定総金額）が条例による議会付

議要件の６千万円を超える事案が多数発生し、最大では推定総金額１億８千万円を超える契

約となったが議会案件となっていない。 

高額で重要な財産の取得を民主的に決定するという地方自治法の趣旨と、納税者への説明

責任の観点から「議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例」で規定

する予定価格が６千万円を超える契約案件の議案化について実施に向け検討されたい。 

③ 適正な契約執行を確保する目的として、入札の経過と結果や契約方式等についてチェック

する機能を強化するため、令和７年６月に現行の契約事務協議会要綱を改正し、入札等の適

正化に関する事項を検討・協議することを新たに規定した。 

薬剤調達契約に係る入札経過や結果の調査報告を毎年度実施するとともに、来年度から公

共団体の入札・契約事務に精通した第三者の専門家を加える措置を講じたことを評価する。

なお、清掃一組として調査報告と併せて入札状況を広く公表し、契約の透明性の確保に努め

られたい。 

今後、「契約事務協議会」の運営状況を踏まえ、専門家複数名の参画や他自治体で設置して

いる専門家により構成された第三者機関としての「入札監視委員会」に準ずる機関の設置に

ついて引き続き検討されたい。 

④ 令和７年度の薬剤購入契約における重金属固定剤を含む主要５薬剤の入札予定額と落札
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額について、落札率が最低４５．４％、最大９２．０％、平均８２．３％と大きな乖離が生

じており、入札予定額と落札額の乖離は過去の入札においても概ね同様の傾向にあり、令和

６年度決算では薬剤購入の当初予算に対する執行率は８６．６％、３億７千万円余の差額が

生じている。 

清掃一組の財政は２３区の分担金を主な財源として運営されていることからも、的確な経

費の精査による予算の編成と執行が責務であり、予算要求、予算編成の過程はもとより入札

予定額の確定時点において、十分な価格見積調査をもとに的確な価格設定による入札執行が

求められる。 

薬剤購入に係るこれまでの入札結果の分析や予定価格の積算方法の見直し等を実施し執

行残の縮小に努められたい。 

 

(2) 口頭での契約行為による物品購入について 

(3) 合理的な理由を欠く特命随意契約について 

(4) 履行確認の徹底について 

(5) 金券管理の徹底について 

(6) 近接地外旅費の適切な執行について 

(7) 特命随意契約の理由や仕様内容を適切に記すべきものについて 

(8) 積算が過大となっており、予定価格を適切に定めるべきものについて 

(9) 経済性を考慮した上で適切な機器選定を行うものについて 

(10) 最低制限価格の設定に注意をするべきものについて 

(11) 安全管理を徹底するべきものについて 

 

上記(2)から(11)については、予算・会計事務、契約事務に係る関係法令や事務処理の原則に

基づく事業の適正な執行のため、事故の発生原因の究明と再発防止策を講じたものである。 

いずれも関係部署において事故の経緯や発生原因について調査を行い、再発防止に向けた各

種研修や講習会の実施、チェックシートの改正や執行確認体制の再点検の実施をはじめ具体的

な対策に着手し経費削減の効果が上がった取組があることも確認した。 

自治体の基本であるコンプライアンスと最小の経費で最大の効果を追求することを組織に

維持定着させるために、様々な機会を捉えた研修の充実や事務改善と事故防止の観点から、事

業執行過程における決裁権者の指導力の強化に向けて、今後とも取組を続けていくことを要望

する。 

 

２ 契約事務の適正化について 

監査事務局において昨年度に引続き令和６年度の清掃一組の契約実績を分析したところ、金額

別では総額約７９９億円のうち約６８０億円（約８５．1％）、件数別では総件数４，０５８件の

うち５９２件（約１４．６％）が特命随意契約で行われており、昨年度から改善は進んでいない

ことを確認した。１件あたりが高額な特命随意契約が多いことは、廃棄物処理施設の整備・管理

運営業務を主とする清掃一組の予算執行及び契約形態の特徴の一つである。 
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他自治体では、一般廃棄物の中間処理にあたり、適正な処理と確実な履行を最優先に位置付け

て、技術や実績のある特定の事業者に随意契約を行うことが多い傾向がある。今年度の清掃一組

の監査結果においても、長年の特命随意契約の課題が見られる状況に変化がないことを確認した。 

特命随意契約が広く常態化すると、組織全体に、競争性や公平性、透明性、経済性を担保しな

がら適切に契約を結ぶという意識が薄れていくことが懸念され、昨年度の監査結果では契約事務

に係る具体的不備事案を指摘事項として取り上げた。 

清掃一組では指摘事項に基づき講じた措置として、所管部署において予算事務、契約事務、財

務会計事務、文書管理事務等に関する各種研修・講習の実施強化と業務やマニュアルの点検に取

り組んでいる。職員の職務に関する知識の向上や育成は、清掃一組のコンプライアンスの強化に

おいて極めて重要であり、今後ともそれぞれの対策を清掃一組組織全体の取組として推進強化し

ていくことが求められる。 

こうした取組と併せて、安易に随意契約を選択することなく地方自治法の定めるところにより、

一般競争入札の原則に立ち、１件でも多く競争入札に移行する努力と、特命随意契約にせざるを

得ない案件も適切な予定価格の見積りと経済性を確保するための具体的方策の取組が求められ

る。 

ついては以下の２点について検討を進められたい。 

 

(1) 契約事務に係る入札監視体制の整備と随意契約案件の公表について 

令和６年度の監査結果に基づく清掃一組が講じた措置によって、庁内職員で構成する「契

約事務協議会」に令和８年度から学識経験者等の第三者の参画を得て、薬剤調達契約に係る

入札経過や結果の調査と報告を毎年度実施する体制が整備された。ここでの検討により入札

や契約の適正化と透明性の向上が期待される。 

「契約事務協議会」の運営に当たっては、薬剤調達契約に限らず高額な財産の取得、委託

契約、工事請負契約についても対象案件に加えることを検討されたい。 

また、清掃一組において既に実施している予定価格２５０万円を超える工事案件の公表と

併せて、特命随意契約の委託案件(工場の受付・運転管理等)の高額契約についても、他団体

同様に幅広く公表し、説明責任を十分に果たすよう努められたい。 

※端数処理のため、内訳と合計が一致しない場合がある。 
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(2) 建設工事と運転・維持管理業務の一括契約について 

従来、自治体の廃棄物処理施設の運営においては、建設工事を担った事業者に、その後の

運転管理や定期補修工事を継続して特命随意契約せざるを得ない問題と、近年の技術者や財

源の不足が深刻化し、清掃工場等の建設工事とその後の運転・維持管理業務を一括して発注

する民間活用の手法の導入が全国の自治体に広がっている。 

今後一層の人材不足の進行が予測されており、清掃一組においても令和８年度予算に工場

建設とその後の運転管理業務を一括で契約する方式(ＤＢＯ)の導入効果の検証経費が計上

された。 

現在策定中の一般廃棄物処理基本計画における施設整備計画では、多くの工場の建替工事

が見込まれており多額の経費が必要となる。人材不足、技術革新、建設及び施設運営に係る

コストの削減、契約の競争性、透明性の確保の問題点を解決する観点からスピード感をもっ

て調査・検討を進めＤＢＯ導入の実現に向けて取り組まれたい。 

加えて、工場の建設・運営にあたって、事業者の創意工夫の発揮や事業者が有する最新技

術の積極的導入等が進められる柔軟な契約が可能となる契約仕様によって、工場運営の効率

化と建設・運営コストが削減できるよう検討を進められたい。 

 

３ 経営改革による持続可能な組織運営体制の確立について 

清掃一組を取り巻く環境は、人口減少による少子高齢化の進展と労働人口の減少、物価の高

騰等による運営経費の増加と平成初頭に集中的に建設された多くの工場施設の建替や改修工

事等の継続的な施設整備とそれに伴う整備経費の増加等により、大きく変化している。 

東京２３区の清掃事業の一翼を担う清掃一組は、将来にわたり中間処理の安全で安定的な運

営を行っていくために、これまでの組織体制や運営方針では限界があり、時代の変化と課題に

的確に対応できる持続可能な組織運営体制の確立が不可欠である。 

こうした状況を踏まえ、清掃一組では令和６年度に経営改革本部を設置し、改革の検討を進

めており、令和８年度には基本計画の改定も予定されている。清掃一組のこれらの取り組みに

あたり、監査を通して把握した組織運営上の課題について提起し、下記事項が経営改革検討の

一助になることを期待する。 

 

(1) 人事運営の課題 

① これまでの監査結果でも指摘してきたが、清掃一組設立当初に設定された職員の条例定

数は１，５２３人に対して令和８年度の配分定数は９７３人と３６％も乖離している。今

後一層進む人材不足や経営改革の推進によって職員数はさらに減少していく傾向にある。 

職員数は組織を構成する重要な要素であり、人件費は予算に占める割合も大きく、経営

改革の効果を明らかにする観点からも実態に見合った職員定数に改正されたい。 

② 清掃工場の技術革新やＤＸの進展により作業効率や作業環境が変化していくことを踏

まえ、今後人材不足に対応していくためにも工場運営上の必要人員について、改めて検討

されたい。 

③ 職員の超過勤務について、「職員の勤務時間、休日、休暇に関する条例施行規則」で定め

る月１００時間を超える超過勤務が例年特定の時期に発生している部署がある。業務の繁
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忙等様々な原因が考えられるが、職員の健康管理の観点から超過勤務の軽減に向けた対策

を引き続き検討されたい。 

④ 改定を予定している人材育成計画について、人材不足や業務委託化の推進に伴い、将来

にわたって組織として守り維持すべき職員の「技術力」の維持・育成を目指した人材育成

対策を検討されたい。 

 

(2) 組織運営上の課題 

① 清掃一組の組織条例及び組織規則は、組合設立以来部分的に改正があったものの、組織

の基本構成は変わっていない。経営改革を推進する過程を通して、部や課組織のスパンオ

ブコントロールの適正化を図られたい。 

また、各部署に多数設置されている担当課長・担当係長の担任業務の責任分担が現行の

組織規則では不明確であり、整理統合と併せて処務規程の整備を検討されたい。 

② 清掃工場の管理係の職員体制が一部の工場を除き事務職３人体制となっているが、事務

の継承や職員研修や休暇の取得等様々な面で小規模職場の課題があることを確認した。的

確な業務執行を確保するためには、工場内組織の見直しも含めた小規模職場の課題の解消

を検討されたい。 

 併せて、工場における負担軽減と事故防止を図るため、入札を伴う契約事務や全工場共

通物品の在庫管理及び調達の本庁組織等への事務移管をすることにより、各工場の事務負

担の軽減と工場全体での予備物品の最小化による効率性、経済性、合理性が図られるよう

検討されたい。 

    ③ これまで清掃一組においては、会議におけるタブレット端末の活用やオンライン会議の

一部実施、入札の一部電子化、財務会計・文書管理・庶務事務システムの導入、会議記録

のテープ反訳(本会議会議録については令和８年度以降)への移行等を進めてきた。 

来年度予算にはＤＸの推進による業務効率化経費が計上され、デジタル人材の活用や工

事受注者のデータ連携等も進められる。今後、ＤＸを積極的に推進し人材不足を補完する

とともに、業務の効率化、特に清掃工場の建替に併せたＤＸを検討されたい。 

 

４ まとめ 

   今年度の監査を通じて事務執行上の様々な問題点を把握する一方、清掃一組では昨年度の監査

結果に基づく措置対応にあたり指摘のあった当該部署において、改善に向けて取り組む姿勢を確

認した。監査が改善を求める具体的な事務処理は、当該部署の個別課題だけでなく清掃一組の組

織全体に存在する課題でもあるので、広く組織全体で課題を共有し前例踏襲を廃して事務事業の

見直しや組織改革に取り組む組織風土の一層の醸成が必要である。 

   清掃一組が設立されてから２６年が経過した今日、清掃事業を取り巻く環境は大きく変化して

おり、社会全体の人口減少とそれに伴う労働力不足の進行に加え、資源循環型社会への転換や工

場の建替・延命化工事等の施設整備の増大等への適切な対応が求められる。 

   ついては、現在検討している経営改革によって、効率的な組織編成や事務事業の見直し改善に

よる経費の縮減を進め、その過程を通して透明性の高い区民から信頼される組織運営体制を確立

し、２３区の清掃事業のさらなる発展に清掃一組が貢献していくことを期待する。 
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第４ 財政援助団体等監査 

１ 監査の対象 

東京二十三区清掃一部事務組合職員互助会 

 

２ 監査実施日 

令和７年５月８日から令和８年２月１７日まで 

 

３ 監査の範囲 

令和６年４月１日から監査実施当日分まで 

ただし、契約関係は令和６年度に契約したもの 

 

４ 監査方法 

令和７年度監査基本計画及び令和７年度財政援助団体等監査実施計画に基づき実施 

 

５ 監査の結果 

概ね適正に処理されており指摘すべき事項は認められなかった。 

 

６ 意見 

事業原資には区民の税金が含まれているということを常に意識し、引き続き適切な事務執行に

努められたい。 


